
 
1 

第７回薩摩川内市⾏政改⾰推進委員会 会議録 
 

開催⽇時 平成 27 年 9 月 17 日(木) 13:00～16:00 

開催場所 薩摩川内市役所 6０１会議室 

出 席 者 

委 員 
吉満会長、小島副会長、德田委員、山本委員、山下委員  

欠席：外薗委員、上栫委員、中野委員 

事務局 行政改革推進課長、同課長代理、同課職員 

傍聴者 なし 

 

□会次第 

会次第 主管課・室 

１ 補助金評価  

 ⑴ 薩摩川内市観光物産協会運営支援事業補助金 観 光 ・ シティ セー ルス 課

 ⑵ 全日本バレーボールチーム強化合宿招へい事業補助金 市民スポーツ課 

  ⑶ 公共下水道等接続補助金 下水道課 

  ⑷ 景観整備事業補助金 都市計画課 

  ⑸ かごしまの特用林産物総合対策事業補助金 林務水産課 

 ⑹ 森のめぐみの産地づくり事業補助金 林務水産課 

 ⑺ 甑島水産加工活性化事業補助金 林務水産課 

２ まとめ  

３ その他  

 

□議事
１ 補助金評価 

 ⑴ 薩摩川内市観光物産協会運営支援事業

補助金 

（主管課説明後、質疑・協議） 

○委員 ３点質問がある。１つ目は、３ペー

ジの支払手数料とはどのような項目なの

か。２つ目は、本補助金の終了後、観光関

係のイベントは継続されるのか。３つ目は、

３年間を総括した評価をお聞きしたい。 

●主管課 １つ目の支払い手数料は、百貨店

催事等で地元事業者が出店した際に、本協

会を通して売り上げを支払うことで発生

する支払手数料である。信用問題や百貨店

が出店業者に１社１社決裁をしなければ

ならなかったりするため、協会通しにさせ

ていただいている百貨店がある。２つ目は、

今後、補助が終了したら、観光イベントは

どうなるのかということだが、基本的には

このまま進めたいと思っている。逆に協賛

等も取りやすくなるのではと考えている。

また、市（大株主）として今後、協会が得

た純益は３つにわけたいと考えている。１

つ目は、公益的な事業にまわす。２つ目は

内部留保。３つ目は職員の給料。協会の職

員が誇りを持って、ずっと勤められる会社

にしたいと考えている。成果指標を今後は、

取引事業者の従業員数にしようというこ

とで、積極的に公益的なイベントの支援を

行い、地域とともに成長する会社にしたい

と考えている。３つ目の３年間を総括した
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評価に通じるが、性質が依存しがちな公益

的な事業を持っている部分について、営利

事業と公益事業を上手く絡め、リスクを持

ちつつ、社員も誇りを持ち、地元事業者の

信頼を得ながら事業を行っていきたいと

考えている。そういう意味では、モデル事

業ということで注目を浴び、金融機関の支

援もいただけるということで、安定するに

は時間がかかると思うが、この３年間で土

台ができたことを総括した評価としたい。 

○委員 冒頭の説明の中での薩摩川内市観

光物産協会は、薩摩川内市民まちづくり公

社と合併するのか。 

●主管課 薩摩川内市観光物産協会とは別

の第３セクターがあり、まちづくり薩摩川

内という会社がある。 

○委員 薩摩川内市民まちづくり公社と同

じ会社か。 

●主管課 それとは別である。まちづくり薩

摩川内は、中心市街地の活性化を目的とし

た会社であり、この会社を吸収、合併しよ

うとしている。 

○委員 それによって、新たな補助金がある

のか。 

●主管課 補助金はない。薩摩川内市観光物

産協会の名前に全部吸収する。 

○委員 本補助事業は、事業開始３年で終了

としているが、要領にも記載されていない。

どの文書に記載してあるのか。また、３年

とした理由は何か。 

●主管課 本要領の中に３年というのは謳

っていない。３年とした理由は、内部の方

針として、当初からまちづくり薩摩川内と

の合併を考えていたため、その準備期間を

含めて３年と設定をしていた。 

○委員 このようなケースがよくあるのか。 

●主管課 あまりないのかもしれない。 

○委員 自己資金が平成２５年度が約１億

４千万円、平成２６年度が約１億８千万円

と増加しているが、今年度の自己資金も増

えているのか。 

●主管課 増やそうとしている。物産の販売

をして、売り上げが上がるようにという形

でしている。 

○委員 本資料に、本年度の自己資金を書く

ことは難しいということですか。 

●主管課 計画及び７月までの自己資金は

出せる。 

○委員 人件費は、平成２６年度は前年度に

比べ約１千万円増加しているが、これは本

要領附則の２に基づくものか。  

●主管課 基づいてではない。例えば、東京

に事務所を構えて、営業マンを雇う部分で、

人件費の額が膨らんでいる。 

○委員 本年度の補助金交付申請は６月３

０日に行われていると思うが、補助金の申

請金額はいくらか。また、交付日はいつに

なるのか。本年度の予算額を２千８百万円

とした理由は何か。 

●主管課 本年度の交付額は２千８百万円

であり、交付決定日は６月８日である。 

○委員 ６月８日か。我々は補助金のあり方

について議論しているが、既に補助金の交

付額が決定しているのでは、議論しように

もしようがないのではないか。本年度の予

算額２千８百万円に対し、過去２年間の実

績等を基に、検証して交付金額を決めるも

のだと思っていたが、既に結論ありきでは、

本議題は、本委員会の議事にそぐわないの

ではないか。 

○会長 本質問に対しては、行政改革推進課

長に答えていただく。 

○課長 本委員会のスタンスは、本年度の額

のみを審議するものでなく、今後の方向性

を含めて審議していただきたいとしてい

る。当課としては、行財政改革ということ

で、補助金の今後の方向性は、ほとんどを

縮小したいと考えている。しかし、逆の意

見で、本委員会では、市のためにこの補助

金は拡大すべきだということで、これまで

も拡大や見直しと評価されている補助金

もある。本補助金も３年という計画は持っ
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てはいるが、ひょっとしたら、本委員会で

新たな意見、方針が出るかもしれない。本

年度の補助金額が決定しているから議論

しなくてもいいというわけではない。補助

金基本条例の中で３年に１回見直しを行

わなければならなく、今後の方針について

も、本委員会の中で議論していただくので、

ご理解いただきたい。 

○委員 そういう趣旨なのか。行政改革推進

課長の説明はわかった。私の質問は以上で

ある。 

○会長 他に質問はあるか。 

○副会長 事業収入の主な内容を教えてほ

しい。 

●主管課 大きく言うと、物産事業が一番多

い。金額で説明する。平成２６年度は、旅

行事業で約８千万円、物産事業が約９千万

円、その他５～６百万円は端数であり、甑

島での事業である。 

○副会長 収入で考えた時に、どのようなと

ころに力をいれて、より利益が上がるよう

にしているのか。 

●主管課 端的に言うと、物産事業であり、

観光事業は、この金額が限界に近い。 

○副会長 物産事業に力を入れているとい

うことか。 

●主管課 地元の事業者の商品を増やさな

いといけない。地域内の販売だけでなく、

外でも通用するような商品を改善、開発し

ていき、観光物産協会が作るルートを着実

に広げていきたいと考えている。現在、東

京での販売や米、きびなごの刺身を海外に

輸出し始めている。 

○会長 今日の新聞に南国殖産がフェステ

ィバロを買収されたとの記事が出ていて、

非常に多角的な経営をされている様子が

うかがえた。同じ観光物産協会とされても、

コンビニ等に商品を出すルートや日常的

な購入に繋がるような展開も考えている

のか。 

●主管課 コンビニからの働きかけは非常

にあるが、事業者の生産力を高めたいと考

えている。産業支援センター構想というも

のがあり、市からの補助金やそれを促す部

分、金融機関からの融資等に関して、気軽

に相談できる事業者向けのサービスを提

供できる体制を整えたいとしている。例え

ば、昔からあったつけ揚げ屋さんが辞める

時に、市内のメーカーの方に引き継いで、

販路拡大を一緒にさせていただく。地元の

いいもの、いい人材を継続できるような媒

体に本協会がなっていければということ

を考えている。 

○会長 ありがとうございました。今後、公

共施設維持管理の問題が出てくる。また、

閉校になる学校も出てくると思うので、そ

の建物を利用することで、地域に雇用を生

み、なおかつ、生産に繋がるようなマッチ

ングを検討されたい。このように、新しい

物販に関する会社とマッチングさせるよ

うな仕組みを検討されたい。他に質問はあ

るか。 

○委員 観光を所掌されているのか。 

●主管課 観光とシティセールスとしてい

る。 

○委員 本業界の観光による事業収入は、こ

れ以上臨めない旨の説明を先ほどされた

が、総合戦略検討委員会も今後の５年先、

１０年先については、観光に力を入れたい

としている。そうなると、薩摩川内市の観

光については、既存の観光地だけだと限界

だと思う。これから、外国客の誘致を考え、

魅力ある観光地を創設していただきたい。 

●主管課 言葉が足りなかったが、私が限界

だというのはここ１・２年の話であり、平

成２８年度から補助金を０にするにあた

り、２千８百万円をどうやって稼ぐかとい

う部分で、今後５～１０年で観光客を今の

倍に、物産は、１０倍、２０倍にしたいと

考えている。手っ取り早くと言えば語弊が

あるかもしれないが、物産事業の方が伸び

代がある。このことから、観光よりも物産
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だという言い方をした。現在、薩摩川内市

の宿泊者は、ほとんどビジネスだが、年間

３０万人宿泊している。指宿市は６０万人

であり、本市も指宿市に近づくために、５

年かけて甑島に力を入れてきたが、今から

さらに５年かけて、今以上になるように観

光にも当然力を入れていきたいとしてい

る。宿泊先として魅力があるだけではなく、

物産も一緒に購入して頂かないと、地域に

お金は入ってこずに旅行会社だけが儲か

るので、そういうことがないように、委員

がおっしゃるような意味合いで、頑張りた

いと思う。 

○委員 雇用の促進の面からも、今後の観光

については、既存のものに頼るのではなく、

新しいものを創設していく必要があると

思う。皆さんも外国を見て回られたらいい

と思う。必ずできると思っているので、よ

ろしくお願いする。 

１ 補助金評価  

⑵ 全日本バレーボールチーム強化合宿

招へい事業補助金 

（主管課説明後、質疑・協議） 

○委員 ２つある。１つ目は、本資料の６・

７ページの負担金は、どのような意味で予

算計上したのか。２つ目は、本補助金は、

市バレーボール協会を通じて、公益財団法

人日本バレーボール協会に補助金が支払

われている。市バレーボール協会を通さず

に、直接公益財団法人日本バレーボール協

会にお願いしてはいけないのか。 

●主管課 １つ目について、全日本バレーボ

ールチームを招へいするにあたり、相手側

との交渉で上京する際の調整事務に必要

な経費を考慮し、当初の計画で、市の補助

金１００万円と自己負担金３６万円を合

わせて１３６万とした。結果的には、市の

１００万円の補助金だけで賄ったという

ことである。２つ目について、お金の流れ

方は、ご指摘のとおりだと思っているので、

研究は今後もしていきたいと思っている。

ただ、日本を代表するチームの招へいなの

で、公益財団法人日本バレーボール協会と

１対１でやり取りするには、非常に難しい

点がある。具体的には、申請書類一切を公

益財団法人日本バレーボール協会から出

していただく必要がある。それよりは、市

バレーボール協会を通し、できるだけ手を

かけない、わずらわせない方法で、薩摩川

内市に来ていただきたいと考えているの

が実態である。 

○委員 もう少し膨らみのある補助金なの

かと思ったら、実質旅費だけですよね。こ

のような合宿団体が来た際、チームに市の

特産品を渡したり、歓迎会をしたりするの

ではないかと思うが、この経費はそれぞれ

の関係部署で計上しているのか。 

●主管課 他の部署で経費を計上すること

はなく、合宿誘致に関わる部分は全て市民

スポーツ課である。また、全日本のチーム

であれば、歓迎式ということで、議会、観

光物産協会、体育協会から商品の提供をい

ただき、それぞれの団体から相手チームに

特産品を渡すセレモニーを行っている。全

日本に関わらず、市では、本市においでい

ただく合宿団体に対し、基準を設けている

ので、その基準に則り、その範囲内で品物

を提供している状況である。 

○委員 他の様々な団体が本市で合宿する

際の担当部署は市民スポーツ課なのか。 

●主管課 当課が窓口となっていろんな団

体と接触するにあたり、ご紹介を得たりす

ることはある。例えば陸上等であれば、青

山学院大学とか、早稲田大学はすでに本市

においでいただいている。これは、陸上関

係者の方々のお力添えでご紹介いただい

ているので、市だけというわけではない。 

○委員 先ほど来られた古川課長のところ

が観光・スポーツ対策監とおっしゃってい

るが、どういう関係なのか。 

●主管課 商工観光部の中に４つの課があ

る。その中に商工観光部長が配置されてい

るが、部長級で観光・スポーツ対策監とい
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う職がある。この対策監も部長だが、先ほ

どの観光・シティセールス課と我々の市民

スポーツ課の両方の面倒を見るという職

である。 

○委員 本補助金は平成２４年度に「継続」

という評価がされているようだが、本資料

の交付要領は平成２７年４月１日から施

行されており、意味が理解できない。本要

領と前回評価の関係はどうなっているの

か。 

●主管課 平成２７年４月１日で組織編成

があり、教育委員会の市民スポーツ課から

市長部局の商工観光部の市民スポーツ課

となった。その関係で以前の教育委員会の

要領については廃止として、新しく平成２

７年４月１日付で商工観光部において新

たに要領を定めたものである。  

○委員 本補助金制度はいつから開始され

ているのか。 

●主管課 平成２１年度である。 

○委員 その時の補助金額はいくらか。２百

万円か。 

●主管課 ２百万円というのは、１チーム百

万円であり、平成２１年度からスタートし

て、男子、女子両方来た年、若しくは一方

だけ来た年があり、一方だけ来た年は百万

円となる。 

○委員 本補助金は、平成３２年度、あるい

は東京オリンピックまでの期限付きの補

助金なのか。また、本補助金はずっと続け

るのか。 

●主管課 これからも続けるのかという部

分について、今のところはっきりとしたこ

とは言えない。平成３２年、オリンピック

開催年と同年にかごしま国体も開催され

る。オリンピックに向けて、オリンピック

チームを事前合宿に呼び込みたいと考え

ており、すでに勉強を始めている。世界の

チームを呼び込むのは伝手も頼らないと

非常に難しいと言われているので、まずは

バレーボールチームを最有力にしたいと

考えている。このためには、公益財団法人

日本バレーボール協会と友好関係を保ち

つつ、我々の意向も組んでもらえないかな

あということで、続けたいと思っている。 

○委員 市のバレーボール協会から負担金

として３６万円出ているが、市のバレーボ

ール協会の、市から補助金と自己資金の割

合はどのくらいか。 

●主管課 市から市バレーボール協会への

補助金は、一切ない。先ほども申し上げた

ように、結果的に負担金は掛かっていない

が、例えば人数が極端に倍に増えた場合、

負担金が生じると思っている。ただ、仮に

招へいに２百万円かかったから、百万円は

市バレーボール協会が負担してください

というのは、資金がないので難しいと思う。 

○委員 これは提案になるが、本補助金は毎

年２００万円支出されている。バレーボー

ルチームが本市に利益を与えている各種

営利企業もあると思うので、市が全額補助

するのではなく、これらの営利企業の純益

から協賛金として拠出してもらう制度を

構築してもいいのではないか。 

●主管課 ご指摘の意見はごもっともだと

思う。ただ、現在、全日本バレーボールチ

ームは、市のスポーツ交流研修センターに

泊まって合宿をしていただいており、民間

の企業に宿泊しているわけではない。他の

合宿するチームは民間の企業に宿泊して

合宿していただいているのがほとんどで

ある。オフの日に町に出てきて、市の経済

効果に貢献することもあると思う。このよ

うな部分で、民間の宿泊、交通、飲食等の

協賛の仕組みを検討していくという観点

は確かに必要だと思う。今後、勉強してい

きたい。 

○委員 機会があったら少しでも検討され

たい。 

○会長 国体も間近に迫っているので、ぜひ

この活躍がそのまま国体に繋がるように

されたい。薩摩川内市から輩出されるジュ
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ニアが、一番育成価値があると思うのでぜ

ひ、国体でジュニアの活躍に繋がるような

取組をされたら、少しは貢献するのかなと

思う。成人の部では難しいので、ジュニア

に期待したい。そういう意味では、ジュニ

アと全日本チームとの交流をたくさん持

っていただきたい。 

１ 補助金評価  

⑶ 公共下水道等接続補助金 

（主管課説明後、質疑・協議） 

○委員 １点目は、１ページに下水道事業の

経営安定に資すると書いてあり、平成２６

年度は６４．２％の下水道の接続率だが、

接続率が１００％になった場合、下水道特

別会計の収支はどうなるのか。初期投資が

相当大きいので、我々としては水質の浄化

という面で接続を早めていただきたい。２

つ目は、対象戸数はいくらあるのか。また、

本補助金額は一律１０万円だが、この方々

は当初合併処理浄化槽の設置に係る補助

金の交付を受けていないのか。また、どの

ような事情で接続をされていないのか。 

●主管課 公共下水道の整備事業費には多

額の費用が掛かっており、平成２５年度の

決算でいくと、使用料が約２億円となって

いる。その中で、工事に関わった起債、い

わゆる借金返しをしており、年間約５・６

億円に近い借金を返済しているので、到底

使用料のみでは、賄ってはいけない。しか

し、公共用水域の水質保全や生活環境の改

善は必要であり、これを重点的にしていく

上で、下水道は大事なものであり、なくて

はならない施設だと思っている。１００％

接続された時に、赤字経営にならないよう

にするには、ある程度下水道料金の見直し

を検討せざるを得ないかもしれないが、今

のところは、料金の値上げというのは考え

ていない。また、対象戸数は４,２２７戸

である。接続されてない理由は、工事費の

発生や既存の合併浄化槽が使える状態な

ので、わざわざ下水道に接続するまでもな

いとの意見等がある。私どもとしてはせっ

かく整備をしたので、できるだけ公共下水

道に接続していただきたい。強制ではない

が、このような言い方で、お願いしている

ところである。 

○委員 ２ページに平成２８年度から新た

な補助制度を実施したいと書かれている

が、これはどのような考えなのか。 

●主管課 現在は、合併浄化槽を設置する時

に補助金の交付を受けなかった方のみに、

補助金を交付することとしている。しかし、

公共用水の水質保全が目的であるため、単

独浄化槽とし尿処理の汲み取りの所の

方々が、公共下水道に接続されなければ、

水質はきれいにならない。合併浄化槽だけ

でなく、単独浄化槽とし尿処理の汲み取り

の所も補助制度を活用して、接続していた

だけないだろうかというところを検討し

たいということで、資料に記載している。 

○委員 市民に負担をかけるが、個々の浄化

槽設置の経費負担については、自己負担と

いう形を将来取ってもよいのではないか。

私の知人は、本補助制度を知らずに、自己

負担で工事を行い、人から本補助制度を聞

き「それなら自分も補助金を貰おう」とな

った。このような補助制度があれば、自立

できている人もこれを利用するのではな

いか。補助金額を減額し、市の財政状況が

厳しいということを市民に説明すれば、市

民は納得してくれるはずである。今後、市

の財政状況を照らし合わせながら、補助金

額の見直しも必要になってくると考える。 

●主管課 平成２６年度の浄化槽の普及率

は、全国で８８．９％という数値が出てい

る。鹿児島県は７５．２％である。本市は

６８．１％であり、まだまだ鹿児島県は下

水処理に力を入れていかなければならな

いと考えている。ある程度、国や県レベル

に近づいてきたら、状況に応じて、合併浄

化槽の補助金額を調整していきたいと考

えている。今のところは、まだ普及させて

いきたいという気持ちがある。 
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○委員  薩摩川内市で下水道設備が１０

０％整うには何年くらいかかるのか。 

●主管課 本市はまだ６８．１％の状況であ

り、短期間に急速に伸びる数値でもないの

で、薩摩川内市全体として１００％になる

にはもうしばらくかかると考えられる。 

○会長 新設道路ができれば、一緒に下水道

を埋めていきましょうというようなタイ

アップもできるかもしれないが、既存道路

に新しくとなると費用が発生してしまう。

下水道は利用費用が発生するので、個人の

方々は、利用料金を支払う。本補助金の投

資に見合った利用料金というのが、いずれ

返ってくるというような形の補助金だと

思う。 

○副会長 下水道と合併浄化槽があるが、下

水道を接続するには、当初でお金がかかる

と聞いている。地方部まで、下水道を行き

渡せるようにするには、ものすごく費用が

かかる。本来の目的が、水質をよくすると

いうことであれば、合併浄化槽やコストの

掛からないものの両方で接続を考えてい

く方が無難だと思う。柔軟にいろんなこと

を組み合わせながら、町の中心部で下水道

をひいた方については、このような補助金

を使って接続する、地方部の方は合併浄化

槽を設置する時はこうするというような

両者のいいところを兼ね備えて、本来の目

的の水質をよくする方向に変えていく方

が良いと思う。一概に接続率の６４．２％

の数字だけを見るのではなく、このような

面から検討されても良いのではないか。 

●主管課 今の数字の６４．２％は、町の中

心部は道路の下に管を入れて接続しても

らうという形だが、地方部に行くと、各個

人で庭に合併浄化槽を設置し、処理してい

る。公共下水道の場合は、人口が密集して

いる地区を想定しており、平佐の一部や川

を挟んだ大小路側、人口の多い地域で整備

した方が望ましいと位置付けている。他の

周辺部については、合併浄化槽の推進とい

うことで、先ほども申し上げたように補助

金を出して、そういう形で分けている。 

○会長 この周辺で、新築されるところは、

下水道に直接接続されるので、合併浄化槽

等を取り付ける必要はない。下水道の配備

が進んでいる地域の方々にとっては、合併

浄化槽を設置するより、下水道に接続した

ほうが、費用が掛からない。ただ、下水道

利用料金が発生するので、そこは２０～３

０年というスパンで考えていただくとい

うことである。 

○委員 下水道の平均的な利用料金という

のはいくらか。 

●主管課 一般家庭の平均で、１月あたり、

２０㎥で換算すると、３,０８０円の使用

料になる。合併浄化槽も維持管理費が年間

３～４万円かかるので、そう考えたら公共

下水道と接続したのとあまり差はない。 

○会長 合併浄化槽を設置する場所が必要

であることと、当初購入する時の補助金以

外の自己負担分というのが掛かる。 

○委員 下水道地域については、合併処理浄

化槽設置は規制しているのか。それは何か

で決められているのか。 

●主管課 下水道法の中で、新しく家を建設

される時は、合併浄化槽は設置できないの

で公共下水道と接続してくださいという

ことを謳ってある。 

○委員 大小路の川の計画はどうなったの

か。 

●主管課 それについては、向田地域を整備

しなければならないので、大小路となると、

大きな川内川を横断して、宮里の処理場ま

で持っていかなければならなく、多額の工

事費が掛かるので、現在は、平佐の隣接し

た地域を当面整備していくという形で、進

めている。 

○委員 本補助金は、約３０万円補助が出て

いたはずだが、何で１０万円になったのか。

国、県からも補助が出ているのであれば、

１ページの予算額の国県支出金の欄に記
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載した方がよいのではないか。 

●主管課 ３３万２千円の補助金は、本補助

金とは別である。本補助金は、公共下水道

の区域が完成している地域の方々が、昔、

合併浄化槽を設置し、その時に補助金を貰

わずに設置された方が、まだ合併浄化槽は

使えるから、公共下水道に接続しなくても

いいんじゃないかということがあるので、

そういう方々を少しでも公共下水道に接

続していただくために、１０万円の補助を

出しますので、今ある合併浄化槽を撤去し

ていただいて、公共下水道に接続していた

だきたいという趣旨の補助金である。 

１ 補助金評価  

⑷ 景観整備事業補助金 

（主管課説明後、質疑・協議） 

○委員 国立・国定公園の整備及び維持管理

に係る経費は国が全額負担するのか。 

●主管課 県が負担する。 

○委員 景観地区として、市も指定している

のか。 

●主管課 準景観地区として、市も指定して

いる。 

○委員 市もそのように指定しているので

あれば、整備及び維持管理に係る経費は市

も負担すべきではないか。このあたりの考

え方を教えていただいたい。 

●主管課 甑島の長目の浜を市として準景

観地区に指定しているが、本補助金につい

ては、地区コミュニティ協議会で何かしら

事業を行う時に支出するものである。今お

っしゃられたような市全体として、維持管

理経費を負担すべきというご意見は本補

助金とは別な考え方では、あってもいいの

かなと思う。 

○委員 補助金ではなくして、基本的には市

が認定しているので、これの整備に係る費

用は市が責任を持って負担すべきではな

いか。 

●主管課 景観重要資産や準景観地区に指

定する際の考え方として、地区コミュニテ

ィ協議会がその景観資源を活用して、地域

の活性化を図るという面から、市が指定し

ている。このような意味合いから、地区コ

ミュニティ協議会が何かしら事業を行う

際に補助を出すところである。 

○会長 私が景観条例策定の委員だったこ

とがあるので、説明したいと思う。条例策

定のきっかけとして、大規模な開発等があ

った場合に、昔から故郷として愛されてい

る風景を住民主体で考え、守ろうじゃない

かということで、景観条例を作った。地域

のシンボルになっている景観資源で地区

コミュニティ協議会からの提案により市

が指定したもので、例えば、長目の浜を撤

去するような開発が入ろうとした時は、自

治体側が阻止する。大きな部分は自治体が

行い、日頃の掃除や草刈り等は、地元の住

民で行う。その際に発生する維持管理経費

は市が補助するといった拠出の仕方の補

助金である。 

○委員 本補助事業は、地区コミュニティ協

議会を介さず、都市計画課が景観資源の所

在する自治会からの要請要望に基づき直

接市内業者を手配して事業を行うなど、市

の直轄事業としてできないのか。 

●主管課 今、会長さんがおっしゃったよう

に、地区コミュニティ協議会が提案した景

観資源を市が指定するという建前になっ

ている。個人からの依頼で、市の直轄事業

にする方法もあるが、景観資源が個人や会

社の所有物だったり、財産権等の問題もあ

るので、市が指定してもいいのかという問

題が出てくる。本補助事業は、地区コミュ

ニティ協議会が、経営資源の所有者である

個人の了解を得て、ある程度計画を立てた

上で、本補助金を活用し、地域の皆様で整

備して頂くという旨の補助事業になって

いるので、現在、市の直轄事業というのは

考えていない。 

○委員 整備及び維持管理経費が１０万円

を超える場合はどうするのか。 

●主管課 例えば、南瀬のイチョウの木の整
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備は、３年に分けて整備している。交付要

領に各年度において１回のみ交付し、補助

金額は１０万円を上限とするとなってい

る。よって、３０万円掛かる事業は、３年

に分けていただいて、他団体の申請も受け

付けられるように交付要領に定めてある。 

○委員 これは意見である。本補助金の補助

対象者である全ての地区コミュニティ協

議会に対し、要望等の聴取を等しく行われ

た上で、優先度をつけ、等しく補助金の交

付をされたい。 

○会長 ３０万円という枠があるので、優先

度を付けるのも厳しいと思う。これについ

ては、後ほどまとめの中で、予算額の３０

万円を大幅に増額してほしいとの声が出

るかもしれない。 

○副会長 地区コミュニティ協議会に補助

金を交付することで、地区コミュニティ協

議会で重要度が高まり、地域の活性化に繋

がればいいなという考えだが、本資料の９

ページを見ると、整備を企業に丸投げした

際、地区コミュニティ協議会の活性化には

繋がらないのではないかと思う。例えば、

地域の方々がボランティアで修繕する方

が地域の活性化に繋がると思う。このよう

なボランティア作業等にも補助金が出る

のか。それとも業者が入ったところだけ補

助金が出るのか。 

●主管課 ９ページの例のみだと、物を作る

ことに関しては、業者に頼んでいるが、こ

れに行きつくまでの除草作業等について

は地域の方に作業していただいている。今

回は、手すりと階段の設置ということで、

変な言い方だが、素人が作業して壊れてし

まうといけないので、専門の方に作業をお

願いして、併せて、周りの環境も破壊しな

いようにお願いしているところである。地

域の方には、周りの環境整備をしていただ

いている。 

○副会長 それに係るガソリン代は出るの

か。 

●主管課 補助金は出ていない。 

○副会長 本補助金では出せないというこ

とか。 

●主管課 日常の草刈等は、他の地域でもさ

れている。交付要領の第４条の補助対象経

費にあるように、地区コミュニティ協議会

では困難な事業に補助金を支出している。 

○委員 本年度の補助対象地区はどこか。 

●主管課 本年度は、３ページにも記載して

あるが、陽成・育英・藤本の各地区コミュ

ニティ協議会が補助事業の実施予定であ

る。 

○委員 それは、どのような照会、要望聴取

をされたのか。 

●主管課 予算要求前に、地区コミュニティ

協議会の方々に事業の照会をかけて、要望

を聴き、事業効果の高いものを優先して、

予算を確保しているところである。 

○委員 先ほども申し上げたが、等しく聴取

をされて、その中で優先度をつけて補助金

を交付されたい。 

１ 補助金評価  

⑸ かごしまの特用林産物総合対策事業補

助金 

⑹ 森のめぐみの産地づくり事業補助金 

（主管課説明後、⑸と⑹の補助金が似ている

ため同時に質疑・協議） 

○委員 資料５の本補助金は、平成２５年度

から施行されているが、施行されるに至っ

た経緯を教えていただきたい。 

●主管課 本補助事業は、鹿児島県の事業に

伴い、実施している。県の補助枠が決まっ

ているので、県の補助枠に見合った額を市

の１/３を負担するということで、実施し

ているところである。 

○委員 前は、本補助金制度はなかったのか。 

●主管課 以前からあるが、補助金の名前が

変わっており、同じような内容で、平成２

５年度から新規で県の事業である。内容は

若干変わっているが、竹林改良の部分では、

前の事業名とほとんど変わらないような

事業名に変わったということである。 



 
 

  
10 

○委員 本補助制度の施行後、早掘りたけの

この生産量及び生産額はどのように変化

したか。費用対効果の面から意見を聴かせ

てほしい。 

●主管課 たけのこの実績でいくと、平成２

５年度の生産量が約３０.８ｔ、生産額が

約２,０４５万円である。平成２６年度の

生産量は約１５．９ｔ、生産額は約１,４

６７万円であり、昨年は生産量が落ち込ん

だ。近年は、気候の状況等で生産量が若干

落ち込んでいる。また、今年は台風が発生

したので心配しているが、以前からすると、

本補助事業に取り組むことで、たけのこの

生産量は右肩上がりで伸びてきていると

感じている。 

○委員 効果はあるということでよろしい

か。 

●主管課 本補助事業の要件が、枯竹を含め

た立竹密度がヘクタール当たり５千本以

上の荒廃竹林である。本補助事業を活用し、

荒廃竹林を改良することで、たけのこ生産

面積が増え、たけのこの生産に繋がると考

えている。 

○委員 新規加入者の確保とあるが、本制度

が施行されてから、何人の新規加入者があ

ったのか。 

●主管課 そこのデータは把握していない

が、現在、たけのこ生産組合に加入されて

いる方が９０名である。 

○委員 正式に把握はしていないというこ

とか。 

●主管課 そうである。 

○委員 たけのこ専業農家はどのくらいい

るのか。本事業は副業的な人もいるのでは

ないか。この意見は、資料６にも適用する

ものだが、竹林はもともと、個人の所有地

であり、私有地の維持管理経費は基本的に

はその所有者が負担すべきものではない

か。たけのこ生産量・生産額も増加し、竹

林所有者を含めたその組合全体の収支決

算が黒字で生産業者及び生産組合が自立

できる状況であれば補助事業の見直しも

必要ではないか。本補助事業はいつまで行

う予定なのか。 

●主管課 副業がほとんどだと思っている。

本補助金は、たけのこ生産拡大のため、生

産基盤の整備をするためのものであり、生

産基盤が整った後は、個人でたけのこの生

産をしていただく。本補助金は、たけのこ

生産を始めるきっかけを与えるというこ

とである。市は、補助金を生産組合に交付

して、事業を実施した方々に支払っていた

だいている。本組合では、研修をされてい

るが、自分たちでお金を出し合って、研修

をされている。 

○委員 たけのこ生産組合に加入されてい

る方々は、生活には困らないということで

すよね。生活に困っていない方に補助金を

交付することに対し、市としてどのように

考えているのか。 

●主管課 実際、山を持っておられる方は、

山を利活用していただき、最終的には林業

の方々の所得向上を目指している。 

○委員 所得向上もそうだが、生活に困るわ

けではなかろう。たけのこ専業農家はほと

んどおらず、副業の方がほとんどだと思う

ので、公的基金を投入するのはいかがなも

のかと思う。 

●主管課 林業振興という大きな意味で県

が取り組んでいることに対して、市もそれ

に乗っかり取り組んでいる。薩摩川内市も

特用林産物をＰＲして、所得向上や地元の

活性化に繋がればということでお願いし

ている。 

○委員 地元も活性化して、組合に加入して

いる人も不自由のない生活をしているの

であれば、補助金の見直しも必要ではない

かということである。 

●主管課 補足になるが、薩摩川内市の竹林

面積は、２,１５６ｈａであり、北薩地域

総竹林面積の約３８％を占めている。また、

竹山の荒廃防止については、一定の効果が
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あるのではないかということで、生産はも

ちろんのこと、副次的な目的もあるという

ことを申し添えたい。 

○委員 本補助事業では、竹林道路の整備や

改良にも補助金が支払われている。資料５

の本補助金と資料６の補助対象者は同じ

たけのこ生産組合であるため、竹林道路の

整備や改良に係る費用は一体物として捉

え、補助金を統合し、見直す必要があるの

ではないか。また、たけのこの生産量がど

うのこうのだけ見ると、お金も困らないの

であれば、そこは見直すべきなのではない

か。 

○委員 チッパーシュレッダーに補助金を

出しているが、これの活用状況はどうなっ

ているのか。 

●主管課 チッパーシュレッダーについて

は、本組合の中で使い回しするような形で

使われていると聞いている。竹を切ると、

枝がやっかいであり、枝をチッパーシュレ

ッダーで粉砕して、山の中に撒く形になる

が、使い勝手がいいということで報告を受

けている。 

○委員 本補助制度は、竹林に繋がるまでの

道路を重点的に、補助するべきだと思う。

チッパーシュレッダーを効果があるよう

に使っていただきたい。 

○副会長 日本の農業とは、いろいろな副業

をすることで生活が成り立っていると私

は考えているので、先ほどの話を聞きなが

ら、生活に豊かだから補助金を見直すとい

う話はどうなのかなと思いながら聞いて

いた。竹林の荒廃は、非常に今、言われて

いることであり、一部の方々が竹林改良等

をしたところでどのくらい効果があるの

か。一部の方々だけでなく、広く補助金が

行き渡るような形を検討されたい。 

●主管課 本組合の年会費は千円で、誰でも

加入できる。仮に、荒廃竹林を整備したい

という方がいらっしゃれば、紹介できる。

誰でも加入できるということだけは認識

していただきたい。 

○委員 市からの補助金を道路の整備や竹

林の維持管理には出すが、その後について

は出さないとなったら、本組合から苦情が

くるか。 

●主管課 今、一生懸命取り組まれていらっ

しゃる方々がいる。また、２円補助につい

ては、委員会で要望があり、近隣市町村と

同じように本市も取り組んでいる。これに

ついては、竹材の活用という意味からもこ

のような補助をしており、あくまでも、竹

林改良を目的としている。 

○委員 １㎏あたり２円にした根拠は何か。 

●主管課 近隣の市町村と同じような額と

している。 

○委員 出荷量が増えれば、それに比例して

補助金額も増えるということか。また、補

助金額の上限を設定する必要があるので

はないか。 

●主管課 おっしゃるとおりである。あまり

過剰に支払ってもよくないので、必要最小

限のところで支払うこととしている。 

○委員 市の財政状況と照らし合わせなが

ら、ある程度上限というものを設けるべき

である。 

●主管課 私どもも当初、想定していたより

は少なかったというのが現実である。 

○会長 資料５と資料６が混ざってしまっ

たので、どちらでもいいので質問はあるか。 

○委員 資料５と資料６の補助金を分けて

いるのは、県の支出金があるからか。 

●主管課 資料５の補助金は、県の事業であ

り、市がそれに乗っかっている。資料６は

市の単独事業である。 

○会長 竹バイオマス構想が立ち上がった。

竹を利活用する機会が増えてくる。そうい

う意味では、現在、担い手が足らないよう

な気がする。生産関係に携わる方々への後

継者育成をされるような補助に繋げてい

ただきたい。竹を扱う者が誰もいないとな

ると、竹バイオマス構想は、構想倒れとな
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ってしまう。ぜひとも原材料の確保等や原

材料の成長への支援という形で、後継者育

成が急務だと思っている。本補助金を後継

者育成に使うなど啓発されてみてはいか

がか。これは意見である。 

●主管課 私どもも、本組合に限らず、後継

者育成にも協力していきたいと思う。補足

になるが、ここ２年ほど、毎年２月２４日

に南日本新聞やＭＢＣ等で北薩の季節の

風物詩として早掘りたけのこの報道がさ

れている。本補助によって、生産組合の一

助となり、後継者育成や研修等も取り組ま

れている状況である。 

１ 補助金評価  

 ⑺ 甑島水産加工活性化事業補助金 

（主管課説明後、質疑・協議） 

○委員 本補助金の交付を受けてどの程

度自力がついたのか。今から、自立をし

ていかれると思うが、これまでの加工活

性化について評価をお伺いしたい。 

●主管課 加工については、今まで漁協だ

けでしていた。本補助事業を活用し、外

部の経営コンサルタントに売り上げ利

益に繋がる商品を検証していただいた

結果、きびなごの刺身を商品として展開

すると利益率がいいとの助言をいただ

いた。売り込みも必要で、シーフードシ

ョーにも出店し、いろんな方と商談し、

商談実績等もあがっている。今まで作成

していなかった漁協のパンフレット等

も作成して、ＰＲをしている。どのくら

い利益があがったかというのは、まだ、

本補助事業を本格的に始めたのが昨年

であり、冷凍機と加工機を入れたばかり

である。運営の体制や雇用面で、苦慮し

ている部分はあるが、着々と外部に向け

たＰＲや広報活動はできていると思っ

ている。今後、こういったものを通じて、

甑島の所得増加や発展に繋げたい。 

○委員 委託費を使われて、商品開発や販

路開拓等されたわけだから、平成２７年

度、実効があがるようなものになればと

思う。 

○委員 甑島水産加工活性化協議会の構

成員の中に、漁協として甑島漁協しか入

っていないが、長浜、青瀬漁協など甑島

にある他の漁協はなぜ入っていないの

か。 

●主管課 現在は、甑島には甑島漁協しか

ない。 

○委員 甑島漁協が自立的な運営がされ

ていなかったから、本補助制度ができた

のか。 

●主管課 甑島漁協は債権団体になって

いる。合併当時から負債があり、現在も

約８千万円の負債を抱えている。農林水

産省の指導を受けながら、収益や活路を

見出すという意味で、加工事業を行って

いる。本補助事業は、平成２５年度から

始めたが、それ以前も、六次産業化を図

ろうということで、このような事業に取

り組んでいた。 

○委員 甑島漁協の経営が苦しいのに、本

年度で補助金を打ち切るのは、理解しが

たい面がある。 

●主管課 この３年で、ある程度、方向性

が見出せた。今後、運営面に関して、市

として行政的な指導等はするが、当然、

漁協が行っていかなければならない。 

○委員 協議会自体は、３年で終わるが、

甑島への支援は続くということか。 

●主管課 行政的な支援は、当然していな

かなければならない。 

○委員 別の補助金制度があるのか。 

●主管課 別の補助金があるかはわから

ないが、支援、指導はしなければならな

い。 

○委員 本年度も含め、３年間で約６百万

円の補助金が本協議会に支払われてい

るが、過去２年間の成果はどのようにな

ったのか。具体的には、雇用機会の創出

と漁家の所得向上、水産加工品の販路開

拓及び新商品の開発について成果を示
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す数値はあるのか。 

●主管課 現在、きびなごの漁獲量が減少

しており、受け皿はあるが、品物が入ら

ないということで、なかなか思うように

いかないところが現状である。 

○委員 担当課として、６百万円を投入し

ただけの費用対効果はあると言い切れ

るか。 

●主管課 市から、きびなごの業者会に、

水揚げしたきびなごは、甑島にて水産加

工し、販売してくださいという呼びかけ

をし、業者会にもそのような認識を持っ

ていただく必要があるということがわ

かった。 

○委員 経営コンサルタントに委託した

のは、１年間だけか。 

●主管課 平成２５、２６、２７年とも委

託している。 

○委員 ３年間して、報告をされたという

ことか。 

●主管課 ３年間を分析して、支援部分を

把握し、最終的には、販路拡大やＰＲに

繋げた。 

○会長 ぜひともいい販路先を見つけて、

出荷量を増やし、売り上げが上がるよう

な体制を主管課や地元で構築されたい

との意見が委員会から出たということ

で記録に残されたい。 

○副会長 報告書等はあるのか。 

●主管課 ある。いろんなものを分析した

結果、利益率がいいのは、刺身である。

また、加工場においては、雇用をかける

が、なかなか人が集まらない現状があり、

そういうところは苦慮している。 

○委員 販路拡大は、薩摩川内市観光物産

協会とは何も関係ないのか。 

●主管課 観光物産協会が直接漁協とや

りとりをしたり、問合せがあるというの

は聞いている。 

○委員 漁協関係の販路拡大というのは、

甑島と同じように独自でやっているの

か。 

●主管課 販路のルートが、漁協は外食産

業等であり、薩摩川内市観光物産協会は、

顧客であるため、はけ口が違う。 

○委員 本補助事業で商品開発されたき

びなごの販路は、外食産業へということ

なんですね。 

●主管課 そうである。 

２ 補助金評価 まとめ 

 ⑴ 薩摩川内市観光物産協会運営支援事業

補助金 

○会長 まとめに入る。内部評価の、視点

別評価は、ほとんどＡ評価だが、適格性

及び妥当性の②はＢ評価であり、観光・

特産品について、本市内でワンストップ

サービスを行い、かつ、観光・特産品の

振興を一元的に図る唯一の団体である。

よって、補助が妥当性を欠いているとは

いえないと考えるとのことである。今後

の改革の方向性は、「廃止」ということ

になっている。外部評価の視点別評価に

入る。公益性、必要性、有効性、適格性・

妥当性は「高い」という評価でよろしい

か。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について、内

部評価が「廃止」となっているので、外

部評価も「廃止」としてよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 以上で薩摩川内市観光物産協会

運営支援事業補助金を終了する。 

２ 補助金評価 まとめ 

 ⑵ 全日本バレーボールチーム強化合宿招

へい事業補助金 

○会長 内部評価の今後の改革の方向性

は「現状のまま継続」とされており、全

日本バレーボールチームが来てくれて

いるというようなプライドがあります

ということが書かれているということ

と、また、オリンピックに向けてのこと

で頑張っていければということである。

それでは外部評価に入る。公益性、必要

性、有効性、適格性・妥当性は「高い」



 
 

  
14 

という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について「現

状のまま継続」という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○委員 意見だが、全日本バレーボールチ

ームの合宿招へいについては、他県との

競争が激しいと思う。本補助事業は、こ

れからの子どもたちのスポーツ振興や

観光に非常に役立つものと考えられる。

市としては、現状把握をしつつ、柔軟な

対応で、今後の動きを注視しながらバッ

クアップを行っていただきたい。 

○会長 意見とする。以上で全日本バレー

ボールチーム強化合宿招へい事業補助

金を終了する。 

２ 補助金評価 まとめ 

 ⑶ 公共下水道等接続補助金 

○会長 内部評価の視点別評価は、小型合

併浄化槽との兼ね合いや今後の補助金

の利用についての反省も含め、Ｂ評価が

半分ほどある。内部評価の今後の改革の

方向性は「見直しの上で継続：補助内容

の改善」とされている。補助対象を検討

していきたいということであった。外部

評価に入る。視点別評価について、公益

性、必要性、有効性は「高い」という評

価にして、適格性・妥当性は「低い」と

いう評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について、

「見直しの上で継続：補助内容の改善」

という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

２ 補助金評価 まとめ 

⑷ 景観整備事業補助金 

○会長 内部評価の視点別評価は、ほとん

どＡ評価であった。Ｂ評価部分について

は、地区コミュニティ協議会に対しての

記載が出ている。内部評価の今後の改革

の方向性は「現状のまま継続」である。

先ほど委員から、本補助金の補助対象者

である全ての地区コミュニティ協議会

に対し、要望、聴取を等しくとった上で、

補助金の交付をされたいとの意見があ

った。このような部分を視野に入れて、

外部評価の視点別評価を行う。公益性に

ついて「低い」ということが現段階で見

られたので、公益性は「低い」と評価し、

必要性、有効性、適格性・妥当性は「高

い」という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について「現

状のまま継続」という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○委員 公益性を「低い」との評価より、

適格性・妥当性を「低い」と評価したら

どうか。 

○会長 それでよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 以上で景観整備事業補助金を終

了する。 

２ 補助金評価 まとめ 

⑸ かごしまの特用林産物総合対策事業補

助金 

○会長 この補助金について、内部評価の

視点別評価は全てＡ評価である。今後の

見直しの方向性は「現状のまま継続」で、

特用林産物の生産拡大のため、生産基盤

の整備について、引き続き積極的に取り

組む必要があるとのことである。こちら

の補助金は、県の事業に市が乗っかって

いる形である。それでは、外部評価に入

る。視点別評価について、公益性、必要

性、有効性、適格性及び妥当性はいずれ

も「高い」という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について、県

の補助が出ている限り、それに市も補助

をしなければならないということで、

「現状のまま継続」という評価でよろし

いか。 

○委員 生産基盤の整備において、資料６

と関連する部分については、見直しの必
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要があるのではないか。 

○会長 そうですが、県が絡んでいる補助

事業と市の単独補助事業を統合するこ

とはできない。資料６が市の単独補助事

業なので、改善点等の意見を出せばいい

と思う。県が絡んでいる補助金について

は、「現状のまま継続」でいたしたかな

いということになる。以上でかごしまの

特用林産物総合対策事業補助金を終了

する。 

２ 補助金評価 まとめ 

⑹ 森のめぐみの産地づくり事業補助金 

○会長 内部評価の視点別評価について、

全てＡ評価である。今後の改革の方向性

については「現状のまま継続」というこ

とで、市の単独補助であり、事業効果が

多大で、生産意欲も向上しつつあるとい

うことをお示しされている。いわゆる、

２円補助が妥当だとのご説明であった。

外部評価に入る。視点別評価について、

公益性、必要性、有効性、適格性及び妥

当性はいずれも「高い」という評価でよ

ろしいか。 

○委員 本補助金は、私有林に対しての補

助である。これは公益性があるのか。 

○会長 竹林面積の拡大というのは、止め

ようがないところもあり、市として補助

を出さざるを得ない部分もある。 

○委員 委員が先ほどおっしゃっていた、

補助金額の上限を設けるべきとの意見

をつけ、妥当性を「低い」という評価に

したらどうか。 

○会長 補助内容の検討をされたい。適格

性・妥当性は「低い」という評価でよろ

しいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について、

「見直しの上で継続：補助内容の改善」

という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 以上で森のめぐみの産地づくり

事業補助金を終了する。 

２ 補助金評価 まとめ 

⑺ 甑島水産加工活性化事業補助金 

○会長 内部評価の視点別評価は全てＡ

評価であり、今後の改革の方向性は「廃

止」と決められている。終了する補助事

業になるが、外部評価をしたいと思う。

視点別評価について、公益性、必要性、

有効性、適格性及び妥当性はいずれも

「高い」という評価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 今後の改革の方向性について、内

部評価に合わせる形で「廃止」という評

価でよろしいか。 

○委員 異議なし。 

○会長 以上で、甑島水産加工活性化事業

補助金を終了する。 

３ その他 

○課長 第５回での障害・社会福祉課の社

会福祉協議会に関する宿題があったの

で説明させていただく。 

●主管課 この前は、すみませんでした。

社会福祉協議会補助金と保護司会運営

補助金の説明をさせていただく。保護司

会の補助金で、特別会計の繰入金、支出

１０万円について説明する。１０年毎に

薩摩保護区保護司会の記念誌を発行す

る経費、５年毎に開催される保護司会の

九州大会に参加するための旅費等の積

み立てということだった。なお、記念誌

については前回６０周年記念誌を平成

２２年度に発行しており、７０周年記念

誌を平成３２年度に発行する予定との

ことだった。 

○委員 その記念誌はどこに置いてある

のか。 

●主管課 これは関係機関に配っている。 

○委員 我々一般市民は、見たことがない。

言い方は悪いが、自己満足である。市民

に還元されていない。市民に広く周知し

ていただきたい。ちなみに市民は何人く

らい知っているのか。 
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●主管課 わからないが、図書館や公の場

に設置し、多くの市民に見ていただける

ように要望したい。 

○委員 私たちはこういう仕事をしてま

すよとの裏付けの予算要求の資料に過

ぎない。 

●主管課 意見をいただいたので、会長に

伝えて、多くの市民に見ていただけるよ

うに工夫をお願いしたいと思う。社会福

祉協議会の平成２７年度の補助金額が

平成２６年度と比べ、６,２７２万円減

額となった理由について、これまで法人

運営事業で計上していた地域づくり事

業４,２５３万円と権利擁護センター事

業２,３２６万円の合計６,５７９万円

を平成２７年度から人件費で計上する

ことになったため、法人運営事業でいら

なくなったということである。６,２７

２万円と６,５７９万円の３０７万円の

差については、職員給与のベースアップ

分である。以上で説明を終わらせていた

だく。よろしいか。 

○委員 異議なし。 

 


